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田原市多世代交流施設（市民プール等）整備・管理運営事業
実施方針等に係る修正新旧対照表 

回答中で引用している実施方針および要求水準書（案）のページ数は、令和7年 2月 20日公表版に基づいています。 
No 公募資料 頁 第 1 (1) ① 他 現状（旧） 修正（新） 

 実施方針 4 1 10 (1) ④

④国庫補助金申請図書作成補助業務 ④国庫補助金（学校施設環境改善交付金、新しい地方

経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）活用

予定）申請図書作成補助業務 

 要求水準書(案) 3 1 3 (2)

エ 国庫補助金申請図書作成補助業務 エ 国庫補助金（学校施設環境改善交付金、新しい地

方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）活

用予定）申請図書作成補助業務 

 要求水準書(案) 4 1 3 (3)

 要求水準書(案) 9 1 6 (5)

 要求水準書(案) 10 1 6 (6)

 要求水準書(案) 17 2 1 (5) ② カ

e 大規模地震などの災害により水道水の供給が停止し

た場合に備え、プール水を飲料水として供給できる

緊急時用ろ過装置を整備すること。なお、緊急時用ろ

過装置は次の基準を満たすこと。 

＜削除＞ 

 要求水準書(案) 26 2 2 (7) ④ ア ア 授乳用のスペースを設けること。 ア 授乳室を設け、混合水栓の洗面器を設置すること。

  27 2 3 (1)

設計業務は、本施設を対象とし、その設計について

は、応募時の提案書類、基本契約書、田原市公共工事

請負契約書、要求水準書に基づいて、事業者の責任に

おいて基本設計及び実施設計を行うものとする。 

設計業務は、本施設を対象とし、その設計について

は、応募時の提案書類、基本契約書、設計施工一括工

事請負契約書、要求水準書に基づいて、事業者の責任

において基本設計及び実施設計を行うものとする。 

  28 2 3 (2)

設計業務の期間は、本施設の運用開始日をもとに事

業者が計画することとし、具体的な設計期間について

は事業者の提案に基づき基本契約書又は田原市公共工

事請負契約書に定めるものとする。 

設計業務の期間は、本施設の運用開始日をもとに事

業者が計画することとし、具体的な設計期間について

は事業者の提案に基づき基本契約書又は設計施工一括

工事請負契約書に定めるものとする。 

  30 3 1

事業者は、実施設計図書、基本契約書、田原市公共

工事請負契約書、工事監理業務委託契約書、要求水準

書、応募時の提案書類に基づいて、本施設の建設、工

事監理等を行うこと。 

事業者は、実施設計図書、基本契約書、設計施工一

括工事請負契約書、工事監理業務委託契約書、要求水

準書、応募時の提案書類に基づいて、本施設の建設、

工事監理等を行うこと。 

  30 3 3 (1) ①

① 田原市公共工事請負契約書及び工事監理業務委託

契約書に定められた本施設の建設・工事監理のため

に必要となる業務は、当該契約書において市が実施

することとしている業務を除き、事業者の責任にお

いて実施すること。 

① 設計施工一括工事請負契約書及び工事監理業務委

託契約書に定められた本施設の建設・工事監理のた

めに必要となる業務は、当該契約書において市が実

施することとしている業務を除き、事業者の責任に

おいて実施すること。 

  32 3 3 (3)

事業期間 基本契約締結日～令和 26（2044）年３月末日 

設計・ 

建設・工事監理期間

田原市公共工事請負契約締結日～令和 11（2029）年２月末日（施

設引渡し日）※具体の日付は提案による 

開業準備期間 施設引渡し日～令和 11（2029）年３月末日 

維持管理期間 令和 11（2029）年４月１日～令和 26（2044）年３月末日 

全面供用開始日 令和 11（2029）年４月１日 

運営期間 令和 11（2029）年４月１日～令和 26（2044）年３月末日 

事業期間 基本契約締結日～令和 26（2044）年３月末日 

設計・ 

建設・工事監理期間

設計施工一括工事請負契約締結日～令和 11（2029）年２月末日

（施設引渡し日）※具体の日付は提案による 

開業準備期間 施設引渡し日～令和 11（2029）年３月末日 

維持管理期間 令和 11（2029）年４月１日～令和 26（2044）年３月末日 

全面供用開始日 令和 11（2029）年４月１日 

運営期間 令和 11（2029）年４月１日～令和 26（2044）年３月末日 

■人口及び児童・生徒数推計結果 

対象 推計値 

全市人口 約 46,590 人（令和 22 年度時点） 

全市 
児童数 令和 11 年度：2,257 人  令和 12 年度：2,065 人 

生徒数 令和 11 年度：1,530 人  令和 12 年度：1,458 人 

対象小中学校
児童数 令和 11 年度：634 人   令和 12 年度：567 人 

生徒数 令和 11 年度：474 人   令和 12 年度：441 人 

■人口及び児童・生徒数推計結果 

対象 推計値 

全市人口 約 46,590 人（令和 22 年度時点） 

全市 
児童数 令和 11 年度：2,257 人 

生徒数 令和 11 年度：1,530 人 

対象小中学校
児童数 令和 11 年度：644 人

生徒数 令和 11 年度：474 人 

利用料金 
備考 

大人 高・大学生 小・中学生 65 歳以上

屋内温水プール 500 円 350 円 250 円 350 円 

市内外在住・在

勤者問わず、利

用料金は一律

とする。 

温浴施設 400 円 300 円 200 円 300 円 

トレーニングルーム 500 円 350 円 利用不可 350 円 

マルチスタジオ 850 円／時間 

音楽スタジオ 1,200 円／時間 

※小学生未満は無料とする。 

※回数券やセット券、会員制、月額制等の料金設定については、市と事業者が協議の

上、定めるものとする。 

※事業者提案も可とするが、利用料金は市と協議の上、決定する。 

利用料金 備考 

大人 小・中学生 65 歳以上 

屋内温水プール 500 円 250 円 350 円 市内外在住・在

勤者問わず、利

用料金は一律

とする。 

温浴施設 400 円 200 円 300 円 

トレーニングルーム 500 円 利用不可 350 円 

マルチスタジオ 850 円／時間 

音楽スタジオ 1,200 円／時間 

※小学生未満は無料とする。 

※回数券やセット券、会員制、月額制等の料金設定については、市と事業者が協議の

上、定めるものとする。 

※利用料金、大人等の区分については、上記利用料金（案）を参考に事業者が提案す

るものとし、その後、市と協議の上決定するものとする。

ろ過装置の形式 据置型または可搬型のいずれも可 

造水能力 
少なくとも 1 日当たり 3.5 トンの飲料水を供給可能な造

水能力 

発電能力 あり 

備考 

可搬型の場合、施設内に固定し設置することとし、災害

時の柔軟な使用を考慮し、移動が可能な固定方法を採用

すること。また、緊急時用ろ過装置を稼働させるために

必要な燃料や備品も合わせて備えること。 

市は、この装置を導入することで、緊急時でも避難者や

地域住民に安全な飲料水を供給する体制を整備し、災害

対応力を向上させることを目的とする。 

契約関係書類 

各１部 

デジタルデータ１式

工事請負契約書、工事費内訳明細書、工程表、現場代理人・主任・

監理・専門技術者通知書（経歴書、資格証の写し添付）、工事下請負

届（下請負内訳、建設業許可の写し、契約書等添付）、契約保証方法

通知書、火災保険、その他の損害保険加入届出書、建設業退職金共

済事業掛金収納書、官公署等届出書及び検査済証、コリンズ登録（受

注時）、施工プロセスチェックリスト、その他必要書類 

契約関係書類 

各１部 

デジタルデータ１式

設計施工一括工事請負契約書、工事費内訳明細書、工程表、現場代

理人・主任・監理・専門技術者通知書（経歴書、資格証の写し添付）、

工事下請負届（下請負内訳、建設業許可の写し、契約書等添付）、契

約保証方法通知書、火災保険、その他の損害保険加入届出書、建設

業退職金共済事業掛金収納書、官公署等届出書及び検査済証、コリ

ンズ登録（受注時）、施工プロセスチェックリスト、その他必要書類



2 / 2

No 公募資料 頁 第 1 (1) ① 他 現状（旧） 修正（新） 

 要求水準書(案) 57 6

添付資料５ 

必要諸室リスト
1 ⑦

【授乳室】備考欄 

おむつ替えスペース含む 

【授乳室】備考欄 

混合水栓洗面器含む

添付資料６ 

什器・備品リス

ト 

4 ⑦

■学校利用予定校と実施授業コマ数等 

区分 
学校名 

児童・生徒数

授業単

位 
コマ数 

使用 

レーン数
計 合計

小学校 
児童 644 人

赤羽根 

低学年 40 人

高学年 50 人

低学年

及び 

高学年

10 

(2G×5 ｺﾏ)
３ 

16 

グループ

80 

コマ

125

コマ

若戸 

低学年 25 人

高学年 24 人

低学年

及び 

高学年

10 

(2G×5 ｺﾏ)
２～３ 

亀山 

低学年 17 人

高学年 19 人

低学年

及び 

高学年

10 

(2G×5 ｺﾏ)
２ 

中山 

低学年 42 人

高学年 54 人

低学年

及び 

高学年

10 

(2G×5 ｺﾏ)
３ 

福江 

低学年 38 人

高学年 72 人

低学年

及び 

高学年

10 

(2G×5 ｺﾏ)
３～４ 

清田 

低学年 43 人

高学年 41 人

低学年

及び 

高学年

10 

(2G×5 ｺﾏ)
３ 

泉 

低学年 44 人

高学年 52 人

低学年

及び 

高学年

10 

(2G×5 ｺﾏ)
３ 

伊良湖岬 

低学年 35 人

高学年 48 人

低学年

及び 

高学年

10 

(2G×5 ｺﾏ)
３ 

中学校 
生徒 474 人

赤羽根 

1 年 60 人 

2 年 67 人 

3 年 65 人 

1 学年 
15 

(3G×5 ｺﾏ)
３～４ 

９ 

グループ

45 

コマ福江 

1 年 85 人 

2 年 80 人 

3 年 117 人 

1 学年：

2 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

30 

(6G×5 ｺﾏ)
４ 

※児童・生徒数は令和 11 年度時点の想定であり、その後の将来推計は考慮していな

い。 

※年間目標受講回数は各５回、年間最低受講回数を各３回とし、授業が中止になった

場合、振替は最低受講回数を下回る場合のみ行う。 

※水泳大会の実施は予定していない。 

■令和 11 年度想定指導員数と実施授業コマ数想定等 

区分 
学校名 

児童・生徒数

想定 

指導員数 
授業単位 ｺﾏ数 

使用 

ﾚｰﾝ数 
計 

小学校

児童 

644 人 

赤羽根 

低学年 40 人 

高学年 50 人 

2 人 

3 人 

低学年 

及び 

高学年 

10 

(2G×5 ｺﾏ) 
3 

16 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

80 

ｺﾏ 

若戸 

低学年 25 人 

高学年 24 人 

2 人 

2 人 

低学年 

及び 

高学年 

10 

(2G×5 ｺﾏ) 
2～3 

亀山 

低学年 17 人 

高学年 19 人 

1 人 

1 人 

低学年 

及び 

高学年 

10 

(2G×5 ｺﾏ) 
2 

中山 

低学年 42 人 

高学年 54 人 

2 人 

3 人 

低学年 

及び 

高学年 

10 

(2G×5 ｺﾏ) 
3 

福江 

低学年 38 人 

高学年 72 人 

2 人 

4 人 

低学年 

及び 

高学年 

10 

(2G×5 ｺﾏ) 
3～4 

清田 

低学年 43 人 

高学年 41 人 

3 人 

3 人 

低学年 

及び 

高学年 

10 

(2G×5 ｺﾏ) 
3 

泉 

低学年 44 人 

高学年 52 人 

3 人 

3 人 

低学年 

及び 

高学年 

10 

(2G×5 ｺﾏ) 
3 

伊良湖岬 

低学年 35 人 

高学年 48 人 

2 人 

3 人 

低学年 

及び 

高学年 

10 

(2G×5 ｺﾏ) 
3 

中学校

生徒 

474 人 

赤羽根 

1 年 60 人 

2 年 67 人 

3 年 65 人 

3 人 

4 人 

4 人 

1 学年 
15 

(3G×5 ｺﾏ) 
3～4 

9 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

45 

ｺﾏ 福江 

1 年 85 人 

2 年 80 人 

3 年 117 人 

6 人 

4 人 

6 人 

1 学年：

2 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

30 

(6G×5 ｺﾏ) 
4 

合計 1,118 人 
66 人 

年間 330 人
－ － － 

25 

グループ

125 

コマ 

※年間目標受講コマ数は各５コマ、年間最低受講コマ数を各３コマとし、授業が中止にな

った場合、振替は最低受講コマ数を下回る場合のみ行う。 

※実際の随意契約締結時には、田原市が実施している水泳授業実証調査の結果によって、

中学校の授業の年間目標受講コマ数が減少する場合がある。 

※水泳大会の実施は予定していない。 

幅 奥行 高さ

整備内容や利用状況に応じて、必要な器具・備品、数量等を調整の上、提案すること。授乳室

備考諸室名 品名 数量
寸法

メーカー 品番・規格 幅 奥行 高さ

整備内容や利用状況に応じて、必要な器具・備品、数量等を調整の上、提案すること。

（参考）洗面器 1 750 450 160 INAX YL-A558
授乳室

備考諸室名 品名 数量
寸法

メーカー 品番・規格


